
   告  示   第 ５ 号 

平成３１年２月２２日 

 

公益財団法人かごしま教育文化振興財団 

理 事 長  森  博 幸 

 

 

鹿児島市民文化ホールで使用する電気の購入契約に係る制限付き一般競争入札の実施及

びこの入札に参加する者の資格について（公告） 

 

鹿児島市民文化ホールで使用する電気の購入契約に係る制限付き一般競争入札を実施するに

ついて、この入札に参加する者に必要な資格を公益財団法人かごしま教育文化振興財団財務会

計規則（平成９年規則第３号）の規定に基づき次のとおり定めたので、下記の事項を公告しま

す。 

 

 

記 

 

１ 入札に付する事項 

 (1) 購入する物品等の名称及び数量 

 購入する物品等の名称 年間予定使用電力量 

１ 鹿児島市民文化ホールで使用する電気 ２，１７０，５５８キロワットアワー 

(2) 購入する物品等の供給期間 

   平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで 

 

２ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

  入札に参加することができる者は、次に掲げる資格要件の全てを満たす者とする。 

 (1) 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しない者であること。  

 (2) この公告の日から入札参加資格審査申請の受付期限の日までの間において、鹿児島市建

設工事等有資格業者の指名停止に関する要綱（平成８年５月２８日制定）その他の本市で

定める指名停止に関する規程に基づく指名停止又は鹿児島市が行う契約からの暴力団排除

対策要綱（平成２６年３月２７日制定）に基づく入札参加除外措置を受けていないこと。 

 (3) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２

号に規定する暴力団又は同条第６号に規定する暴力団員の統制下にある団体に該当しない



者であること。 

(4) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされてい

る者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなさ

れている者でないこと。 

(5) 入札に参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がないこと。 

(6) 電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条の２の規定に基づき小売電気事業の登

録を受けていること。 

(7) 平成３１年４月１日から送電することが可能であること。 

 (8) 次のいずれかに該当すること。 

ア 平成２９年度の１キロワットアワー当たりの二酸化炭素調整後排出係数（地球温暖化

対策の推進に関する法律（平成１０年法律第１１７号）に基づき環境大臣及び経済産業

大臣によって電気事業者ごとに公表された調整後排出係数又はこれと同様の算定方法に

基づき算出されたもの。以下「調整後排出係数」という。）が０．５５９ｋｇ－ＣＯ２

／ｋＷｈ（以下「基準値」という。）以下であること。 

イ 平成２９年度の調整後排出係数が基準値を超える場合は、その差に相当する部分につ

いて、本市の予定使用電力量に応じて、一般財団法人 日本エネルギー経済研究所グリ

ーンエネルギー認証センター、または、一般財団法人 日本品質保証機構が認証するグ

リーン電力証書を購入し、本市に無償で譲渡できること。 

ウ 平成３０年度中に電力供給を開始した小売電気事業者で、供給開始の日から平成３１

年１月末日までの１キロワットアワー当たりの二酸化炭素実排出係数（電気事業者がそ

れぞれ供給（小売り）した電気の発電に伴い、特定排出者の事業活動に伴う温室効果ガ

スの排出量の算定に関する省令（平成１８年３月２９日経済産業省令・環境省令第３号

）別表第１に定める燃料の燃焼に伴って排出された二酸化炭素の量を、当該電気事業者

が供給（小売り）した電力量で除したもの）が基準値以下であり、かつ、平成３０年度

の調整後排出係数が確定したときに調整後排出係数が基準値を超える場合は、その時点

でイに準じた対応ができること。 

(9) 平成２９年度において、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別

措置法（平成２３年法律第１０８号）附則第４条の規定によりなお効力を有することとさ

れる同法附則第３条の規定による廃止前の電気事業者による新エネルギー等の利用に関す

る特別措置法（平成１４年法律第６２号）第８条第１項の規定に基づく勧告を受けていな

いこと。 

(10) 環境負荷を軽減するための社会貢献事業活動を行っていること。 

(11) 納期の到来している市区町村税並びに消費税及び地方消費税を完納していること。 

 (12) 契約後、この契約を適確に履行できる経営の規模及び状況にあると認められること。 

(13)  本施設の規模以上の電気供給実績があること。 



３ 契約条項を示す場所 

  〒８９２－０８５３ 

鹿児島市城山町５番１号 

 公益財団法人かごしま教育文化振興財団 事務局 

 

４ 入札説明書等の交付及び受付場所等 

入札に参加するために必要な関係書類に係る事項その他入札に関する詳細な事項は、入札

説明書による。 

 (1) 交付及び受付場所 

   鹿児島市城山町５番１号 

   公益財団法人かごしま教育文化振興財団 事務局 

   （かごしま近代文学館・かごしまメルヘン館 ２階） 

 (2) 交付及び受付期限 

平成３１年３月６日（水） 

 (3) 提出書類 

所定の入札参加資格審査申請書（様式１）（以下「申請書」という。）に次に掲げる書

類（以下「申請関係書類」という。）を添付して、受付場所へ直接持参又は郵送（受付期

間内必着）により提出するものとする。ただし、申請関係書類のうちケを除く書類につい

ては、この申請前に、本市の他施設の平成３１年度に使用する電気の購入契約に係る入札

参加資格審査申請において既に提出がなされ、かつ、その提出された書類が本施設の入札

参加資格審査申請の申請関係書類としても有効な場合にあっては、その提出を省略するこ

とができる。 

  ア 履歴事項全部証明書（法人の場合に限る。） 

   イ 競争入札に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者でない 

ことを証する書類（個人の場合に限る。） 

  ウ 納税証明書又は滞納がないことの証明書 

(ｱ) 消費税及び地方消費税について未納の税額がないことの証明書 

(ｲ) 鹿児島市の市税（同市税が課税されていない者で市外に主たる営業所を有する者に 

あっては、主たる営業所の所在地の市区町村税）について未納の税額がないことの証 

明書 

   エ 印鑑証明書 

   オ 財務諸表（法人にあっては申請書を提出する直前の期末における貸借対照表及び損益 

計算書、個人にあっては申請書を提出する年の前年分の所得税確定申告書） 

  カ 電気事業法第２条の２の規定に基づき小売電気事業の登録を受けていることを証する

書面 



  キ ２(5)に掲げる事項の確認に必要な資本関係又は人的関係のある法人に係る申告書（

様式２） 

ク ２(8)ア又はウ、(9)及び(10)に掲げる事項の確認に必要な二酸化炭素排出係数等報告

書（様式３） 

  ケ ２(8)イ又はウに掲げる事項の確認に必要なグリーン電力証書購入誓約書（その１）

（様式４）又はグリーン電力証書購入誓約書（その２）（様式５） 

  コ ５(8)及び(10)に掲げる事項の確認に必要な環境報告書（注２）又は確認資料 

サ ２(13) に掲げる事項の確認に必要な履行証明書又は供給実績が確認できる書類（履

行済みの電気需給契約の契約書の写し等）。なお、平成３０年中に、電力供給を開始又

は本施設の規模以上の電気需給契約を締結した小売電気事業者については、９か月以上

の供給実績が確認できる書類。 

  シ 電気の供給可能量が確認できる書類 

 (4) その他 

財団ホームページ（http://www.k-kb.or.jp/）からも入手することができる。 

 

５ 入札説明会 

  実施しない。 

 

６ 入札執行の日時及び場所 

(1) 日時  

平成３１年３月１４日（木）午後３時２０分から 

 (2) 場所 

   鹿児島市山下町６番１号 

   教育総合センター２階女性会館 第１・第２研修室 

   ※控室：教育総合センター２階女性図書連絡室 

 

７ 入札保証金及び契約保証金 

 (1) 入札保証金 

鹿児島市契約規則第５条第３号の規定に準じて免除する。 

 (2) 契約保証金 

   契約の相手方は、契約金額の１００分の１０以上の契約保証金を契約締結の際に納付す

ること。ただし、過去２年の間に国、地方公共団体、独立行政法人とその種類及び規模を

同じくする契約を２回以上締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、契約を履行しな

いこととなるおそれがないと認められるときは、契約保証金の納付を免除する。 

   なお、契約保証金は、契約履行後還付する。 



８ 最低制限価格 

  設定しない。 

 

９ 郵送又はファックスによる入札 

  郵送又はファックスによる入札は、認めない。 

 

１０ 入札の無効に関する事項 

 (1) 次のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

   ア 入札に参加する資格のない者及び申請書に虚偽の記載をした者のした入札 

イ 委任状を持参しない代理人のした入札 

  ウ 記名押印のない入札書又は記載事項を判読しがたい入札書による入札 

エ ２以上の入札書（他の入札参加者の代理人として提出する入札書を含む。）による入

札 

  オ 入札金額が加除訂正されている入札書による入札 

カ 入札金額以外の記載事項について訂正し、訂正事項に訂正印のない入札書による入札 

  キ 記載した文字を容易に消字することのできる筆記用具を用いて記入した入札書による

入札 

  ク 再度入札において前回の入札の最低金額以上の金額による入札 

  ケ  明らかに連合によると認められる入札 

コ 入札に参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係があると認められる者のした

入札 

サ 入札金額と入札説明書の１６に規定する積算内訳書に記載された参考総価比較額とが

異なる入札 

シ 入札金額の算定に誤りのある入札書による入札 

  ス  その他入札に関する条件に違反した入札 

 (2) 平成３１年度予算が平成３１年３月３１日までに市議会で可決されなかった場合は、今

回の入札は無効となるものとする。 

 

１１ 契約書作成の要否 

  契約書の作成を要する。 

 

１２ 問い合わせ先 

  郵便番号 ８９２－０８５３  

鹿児島市城山町５番１号 

  公益財団法人かごしま教育文化振興財団 事務局 



  （かごしま近代文学館・かごしまメルヘン館 ２階） 

  電話 ０９９－２２７－１９３２ 

  ファックス ０９９－２２６－３２４８ 

  電子メールアドレス zaidan@k-kb.or.jp 

 

mailto:zaidan@k-kb.or.jp


公益財団法人かごしま教育文化振興財団 

                        平成３１年２月２２日  告示  第 ５ 号 

                         一般競争入札分 

 

 

 

 

 

 

 

入 札 説 明 書 

 

 

 

    入札事項名 

 

鹿児島市民文化ホールで使用する電気 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〒８９２－０８５３ 

鹿児島市城山町５番１号 

公益財団法人かごしま教育文化振興財団 事務局 

（かごしま近代文学館・かごしまメルヘン館 ２階） 

電話 ０９９－２２７－１９３２ 



 

 

入 札 説 明 書 

 

鹿児島市民文化ホールで使用する電気の購入契約に係る制限付き一般競争入札については、

関係法令に定めるもののほか、この入札説明書によるものとする。 

 

１ 入札公告日  平成３１年２月２２日 

 

２ 入札執行者  公益財団法人かごしま教育文化振興財団 理事長  森  博 幸 

 

３ 契約担当課 〒８９２－０８５３ 

鹿児島市城山町５番１号 

公益財団法人かごしま教育文化振興財団 事務局 

電話 ０９９－２２７－１９３２ 

ファックス ０９９－２２６－３２４８ 

電子メールアドレス zaidan@k-kb.or.jp 

 

４ 入札に付する事項 

 (1) 件名 

鹿児島市民文化ホールで使用する電気 

 (2) 内容 

「鹿児島市民文化ホール電気需給仕様書」のとおり 

 

５ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

  入札に参加することができる者は、次に掲げる資格要件の全てを満たす者とする。 

   (1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者で

あること。  

(2) この公告の日から入札参加資格審査申請の受付期限の日までの間において、鹿児島市建

設工事等有資格業者の指名停止に関する要綱（平成８年５月２８日制定）その他の本市で

定める指名停止に関する規程（以下「指名停止に関する要綱等」という。）に基づく指名

停止又は鹿児島市が行う契約からの暴力団排除対策要綱（平成２６年３月２７日制定。以

下「暴力団排除対策要綱」という。）に基づく入札参加除外措置を受けていないこと。 

(3) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２

号に規定する暴力団又は同条第６号に規定する暴力団員の統制下にある団体に該当しない

mailto:zaidan@k-kb.or.jp


者であること。 

(4) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされてい

る者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなさ

れている者でないこと。 

(5) 入札に参加しようとする者の間に以下の基準のいずれかに該当する関係がないこと。 

  ア 資本関係 

    以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、子会社（会社法（平成１７年法律第

８６号）第２条第３号の規定による子会社をいう。以下同じ。）又は子会社の一方が会

社更生法第２条第７項に規定する更生会社（以下「更生会社」という。）又は民事再生

法第２条第４号に規定する再生手続きが存続中の会社である場合は除く。 

   ①親会社（会社法第２条第４号の規定による親会社をいう。以下同じ。）と子会社の関

係にある場合 

   ②親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合 

イ 人的関係 

    以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、①については、会社の一方が更生会

社又は民事再生法第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会社である場合は除く。 

   ①一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている場合 

   ②一方の会社の役員が、他方の会社の会社更生法第６７条第１項又は民事再生法第６４

条第２項の規定により選任された管財人を現に兼ねている場合 

ウ その他入札の適正さが阻害されると認められる場合 

    その他上記ア又はイと同視しうる資本関係又は人的関係があると認められる場合。 

(6) 電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条の２の規定に基づき小売電気事業の登

録を受けていること。 

(7) 平成３１年４月１日から送電することが可能であること。 

(8) 次のいずれかに該当すること。 

ア 平成２９年度の１キロワットアワー当たりの二酸化炭素調整後排出係数（地球温暖化

対策の推進に関する法律（平成１０年法律第１１７号）に基づき環境大臣及び経済産業

大臣によって電気事業者ごとに公表された調整後排出係数又はこれと同様の算定方法に

基づき算出されたもの。以下「調整後排出係数」という。）が０．５５９ｋｇ－ＣＯ２

／ｋＷｈ（以下「基準値」という。）以下であること。 

イ 平成２９年度の調整後排出係数が基準値を超える場合は、その差に相当する部分につ

いて、本市の予定使用電力量に応じて、一般財団法人 日本エネルギー経済研究所グリ

ーンエネルギー認証センター、または、一般財団法人 日本品質保証機構が認証するグ

リーン電力証書（注１）を購入し、本市に無償で譲渡できること。 

ウ 平成３０年度中に電力供給を開始した小売電気事業者で、供給開始の日から平成３１



年１月末日までの１キロワットアワー当たりの二酸化炭素実排出係数（電気事業者がそ

れぞれ供給（小売り）した電気の発電に伴い、特定排出者の事業活動に伴う温室効果ガ

スの排出量の算定に関する省令（平成１８年３月２９日経済産業省令・環境省令第３

号）別表第１に定める燃料の燃焼に伴って排出された二酸化炭素の量を、当該電気事業

者が供給（小売り）した電力量で除したもの）が基準値以下であり、かつ、平成３０年

度の調整後排出係数が確定したときに調整後排出係数が基準値を超える場合は、その時

点でイに準じた対応ができること。 

(9) 平成２９年度において、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別

措置法（平成２３年法律第１０８号）附則第４条の規定によりなお効力を有することとさ

れる同法附則第３条の規定による廃止前の電気事業者による新エネルギー等の利用に関す

る特別措置法（平成１４年法律第６２号）第８条第１項の規定に基づく勧告を受けていな

いこと。 

(10) 環境負荷を軽減するための社会貢献事業活動を行っていること。 

(11) 納期の到来している市区町村税並びに消費税及び地方消費税を完納していること。 

(12) 契約後、この契約を適確に履行できる経営の規模及び状況にあると認められること。 

(13) 本施設の規模以上の電気供給実績があること。 

 

６ 契約条項を示す場所 

  〒８９２－０８５３ 

鹿児島市城山町５番１号 

 公益財団法人かごしま教育文化振興財団 事務局 

  

７ 入札参加資格審査の申請方法等 

(1) 申請方法 

所定の入札参加資格審査申請書（様式１）（以下「申請書」という。）に次に掲げる書

類（以下「申請関係書類」という。）を添付して、受付場所へ直接持参又は郵送（受付期

間内必着）により提出するものとする。ただし、申請関係書類のうちケを除く書類につい

ては、この申請前に、本市の他施設の平成３１年度に使用する電気の購入契約に係る入札

参加資格審査申請において既に提出がなされ、かつ、その提出された書類が本施設の入札

参加資格審査申請の申請関係書類としても有効な場合にあっては、その提出を省略するこ

とができる。 

  ア 履歴事項全部証明書（法人の場合に限る。） 

   イ 競争入札に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者でない 

ことを証する書類（個人の場合に限る。） 

  ウ 納税証明書又は滞納がないことの証明書 



(ｱ) 消費税及び地方消費税について未納の税額がないことの証明書 

(ｲ) 鹿児島市の市税（同市税が課税されていない者で市外に主たる営業所を有する者に 

あっては、主たる営業所の所在地の市区町村税）について未納の税額がないことの証 

明書 

   エ 印鑑証明書 

   オ 財務諸表（法人にあっては申請書を提出する直前の期末における貸借対照表及び損益 

計算書、個人にあっては申請書を提出する年の前年分の所得税確定申告書） 

  カ 電気事業法第２条の２の規定に基づき小売電気事業の登録を受けていることを証する

書面 

  キ ５(5)に掲げる事項の確認に必要な資本関係又は人的関係のある法人に係る申告書（

様式２） 

ク ５(8)ア又はウ、(9)及び(10)に掲げる事項の確認に必要な二酸化炭素排出係数等報告

書（様式３） 

  ケ ５(8)イ又はウに掲げる事項の確認に必要なグリーン電力証書購入誓約書（その１）

（様式４）又はグリーン電力証書購入誓約書（その２）（様式５） 

  コ ５(8)及び(10)に掲げる事項の確認に必要な環境報告書（注２）又は確認資料 

  サ ５(13)に掲げる事項の確認に必要な履行証明書又は供給実績が確認できる書類（履行

済みの電気需給契約の契約書の写し等）。なお、平成３０年中に、電力供給を開始又は

本施設の規模以上の電気需給契約を締結した小売電気事業者については、９か月以上の

供給実績が確認できる書類。 

  シ 電気の供給可能量が確認できる書類 

(2) 受付期間 

 平成３１年２月２２日から平成３１年３月６日まで（火曜日を除く。）とし、受付時間

はそれぞれの日の午前８時３０分から午後５時１５分まで（正午から午後１時までの時間

を除く。）とする。 

(3) 受付場所 

 ６に同じ。 

(4) 入札参加資格審査申請に係る結果 

入札参加資格審査申請に係る結果通知は、書面により通知する。 

(5) 入札参加資格の有効期限 

  入札参加資格を取得した日から平成３１年３月３１日までとする。 

(6) その他 

ア 申請書及び申請関係書類の作成に係る費用は、申請者の負担とする。 

イ 提出された申請書及び申請関係書類は、返却しない。 

ウ (1)ア、イ、ウ及びエについては、入札参加資格審査申請前３か月以内に発行された



ものであること。 

エ (1)ケについては、該当する場合のみ提出とする。 

オ (1)ア、イ、ウ、オ、カ、コ及びシについては、写しでも差し支えない。 

 

８ 入札説明書等に対する質疑応答 

 (1) 入札説明書等に対する質疑 

入札説明書等に対して質問がある場合には、質問事項を記載した書面を次の受付場所に

直接持参、ファックス又は電子メールのいずれかの方法で提出しなければならない。ただ

し、ファックス又は電子メールによる場合は、書面を送付した旨を電話で連絡しなければ

ならない。 

  ア 受付場所 

６に同じ 

イ 受付期限 

平成３１年２月２７日（水）午後６時まで 

 (2) 質疑に対する回答 

   質疑に対する回答は、財団ホームページ（http://www.k-kb.or.jp/）において閲覧でき

るようにする。 

 

９ 入札説明会 

  実施しない。 

 

１０ 入札執行の日時及び場所 

 (1) 日時  

平成３１年３月１４日（木）午後３時２０分から 

 (2) 場所 

   鹿児島市山下町６番１号 

   教育総合センター２階女性会館 女性第１・第２研修室 

   ※控室：教育総合センター 女性図書連絡室 

 

１１ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金 

    鹿児島市契約規則第５条第３号の規定に準じて免除する。 

(2) 契約保証金 

   契約の相手方は、契約金額の１００分の１０以上の契約保証金を契約締結の際に納付す

ること。ただし、過去２年の間に国、地方公共団体、独立行政法人とその種類及び規模を



同じくする契約を２回以上締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、契約を履行しな

いこととなるおそれがないと認められるときは、契約保証金の納付を免除する。 

なお、契約保証金は、契約履行後還付する。 

 

１２ 最低制限価格 

  設定しない。 

 

１３ 郵送又は電信による入札 

  郵送又は電信による入札は認めない。 

 

１４ 開札 

  即時開札とする。 

 

１５ 入札書の記載方法等 

(1) 入札書に記載する金額は、かごしま近代文学館及びかごしまメルヘン館電気需給仕様書

（以下「仕様書」という。）に記載の予定契約電力及び予定使用電力量に対する年間総価

（以下「参考総価比較額」という。）を見積もって記載すること。 

(2) 参考総価比較額には、燃料費調整額及び電気事業者による再生可能エネルギー電気の調

達に関する特別措置法に基づく賦課金は含めないものとする。 

(3) 力率は、仕様書に記載のとおりとして、参考総価比較額を算定すること。 

 (4) 割引やその他必要な料金がある場合には、参考総価比較額に含めるものとする。 

(5) 落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の８に相当する

額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときはこれを切り捨てるものとす

る。）をもって落札価格とするので、入札に参加する者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の１０８分の 

１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

 

１６ 積算内訳書の提出 

(1) 入札に際して、参考総価比較額の算定基礎となった積算内訳書を提出すること。 

(2) 積算内訳書には、次の単価及び料金等を記載すること。 

 ア 月毎の予定契約電力 

イ 契約電力１キロワット当たりの単価（基本料金単価） 

ウ 月毎の予定使用電力量 

エ 月毎の使用電力量１キロワットアワー当たりの単価（電力量料金単価） 

オ 月毎の力率、力率修正率及び力率修正額 



カ 蓄熱式負荷設備や電化機器等に対する月毎の割引単価（割引がある場合） 

キ イ、エ及びカ以外に必要な料金に対する月毎の単価（必要な料金がある場合） 

ク カ及びキを適用する月毎の使用電力量等の数量 

ケ イ及びエを根拠とし、ア及びウに基づき算出した料金 

コ カ及びキを根拠とし、クに基づき算出した料金 

サ 月毎の総料金 

シ 参考総価比較額 

ス その他参考総価比較額に含めた全ての料金及びその単価、並びに単価を適用する数量 

(3) 積算内訳書の記載にあたっては、月毎の総料金に１円未満の端数があるときはこれを切  

り捨てるものとし、その他の金額は１銭未満の端数があるときはこれを切り捨てるものと

する。また、割引率又は加算率に小数点以下第５位の数字があるときはこれを切り捨てる

ものとする。 

 

１７ 入札の方法 

(1) 代理人をもって入札をしようとする者は、入札前に委任状を提出しなければならない。 

(2) 入札に参加する者又はその代理人（以下「入札者」という。）は、入札書に必要な事項 

を記載し、記名押印のうえ、氏名（法人の場合はその名称または商号）及び入札件名（か

ごしま近代文学館及びかごしまメルヘン館で使用する電気）を記載した封筒に入れ、入札

執行者に提出しなければならない。 

(3) 入札に際しては、(2)の封筒に１６に規定する積算内訳書を同封して提出しなければな

らない。なお、当該積算内訳書にも入札者の記名押印をしなければならない。 

(4) 初度の入札に参加しなかった者、入札に関する無効事項に該当する者、及び失格した者

は、再度入札に参加することができないものとする。 

(5) 入札者は、提出した入札書の書換え、引換え又は撤回をすることができない。 

(6) 入札は辞退できるが、辞退するときは、入札執行前にあっては入札執行前までに入札辞

退届を提出すること。入札執行中にあっては入札辞退届又は、その旨を明記した入札書を

提出すること。 

(7) 入札者が、相連合し又は不穏の挙動をする等の場合で、競争入札を公正に執行すること

ができない状態にあると認めたときは、当該入札を延期し又はこれを中止することがある。 

 

１８ 入札の無効に関する事項 

  次のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

(1) 入札に参加する資格のない者及び申請書に虚偽の記載をした者のした入札 

(2) 委任状を持参しない代理人のした入札 

(3) 記名押印のない入札書又は記載事項を判読しがたい入札書による入札 



(4) ２以上の入札書（他の入札参加者の代理人として提出する入札書を含む。）による入札 

(5) 入札金額が加除訂正されている入札書による入札 

(6) 入札金額以外の記載事項について訂正し、訂正事項に訂正印のない入札書による入札 

(7) 記載した文字を容易に消字することのできる筆記用具を用いて記入した入札書による入 

札 

(8) 再度入札において前回の入札の最低金額以上の金額による入札 

(9) 明らかに連合によると認められる入札 

(10) 入札に参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係があると認められる者のした

入札 

(11) 入札金額と１６に規定する積算内訳書に記載された参考総価比較額とが異なる入札 

(12) 入札金額の算定に誤りのある入札書による入札 

(13) その他入札に関する条件に違反した入札    

 

１９ 落札者の決定方法 

(1) 予定価格の範囲内で最低の価格で入札した者を落札者とする。 

(2) 落札となるべき同価の入札をした者が２者以上あるときは、直ちに当該入札者にくじを

引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のうち開札に立ち

あわない者、又はくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入札事務に関係のな

い職員にくじをひかせるものとする。 

(3) くじによる落札の決定において、同価格入札をした者はくじを辞退することはできない。 

 (4) 落札決定の日までにおいて、指名停止に関する要綱等に基づく指名停止又は暴力団排除

対策要綱に基づく入札参加除外措置を受けている者については落札者としない。 

(5) 契約は、１５に規定する積算内訳書に記載されている単価等で行うものとする。 

(6) 落札決定については、鹿児島市議会の平成３１年度予算の議決終了まで保留とし、議決

終了後に落札決定する。 

(7) 落札決定を保留された者は、落札決定にあたり、６に規定する場所で落札承諾確認が必

要となる。 

 

２０ 落札者がない場合の処置 

  開札をした場合において落札者がないときは、地方自治法施行令第１６７条の８第４項の 

規定に準じて直ちに再度の入札を行う。ただし、入札回数は３回までとし、３回目の入札に 

おいても落札者がないときは、入札を中止する。 

 

２１ 契約書の提出 

  落札者は、落札決定の通知を受けた日から５日以内に契約書を提出しなければならない。 



２２ 支払条件 

(1) 落札者は、毎月末日の２４時に計量器に記録された値を読みとり、計量した使用電力量 

（前月の計量から当月の計量までの使用電力量をいう。）を財団に通知するものとする。 

(2) 財団の検収後、落札者の定める任意の様式による請求書により、電気料金の支払いを財 

団に請求するものとする。 

(3) 財団は、(2)の請求があったときは、請求を受けた日から３０日以内に電気料金を支払

うものとする。 

 

２３ 異議の申立て 

  入札した者は、入札後、入札説明書、仕様書、契約書（案）等についての不明を理由とし 

て異議を申し立てることはできない。 

 

２４ その他 

(1) 入札参加者は、入札説明書、仕様書、契約書（案）等を熟読のうえ、入札しなければな

らない。 

(2) 鹿児島市の平成３１年度予算が平成３１年３月３１日までに鹿児島市議会で可決されな

かった場合は、今回の入札は無効となるものとする。 

 

（注１） グリーン電力証書とは、第三者認証機関である「一般財団法人 日本エネルギー経 

済研究所グリーンエネルギー認証センター」、または、「一般財団法人 日本品質保

証機構」が発電実績を認証し、グリーン電力証書発行事業者が発行する証書をいう。

購入する証書のグリーン電力量は次の算出式による。  

グリーン電力証書電力量 ＞ 予定使用電力量×（１－０．５５９÷平成２９年度 

調整後排出係数） 

 

（注２） 環境報告書とは、平成２９年度の自社の環境への取り組みをまとめた「環境報告書 

」又は「ＣＳＲ報告書」をいう。なお、「環境情報の提供の促進等による特定事業者

等の環境に配慮した事業活動の促進に関する法律」に定める記載事項を満たすもので

あること。 
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鹿児島市民文化ホール 

 

電気需給仕様書 

 



鹿児島市民文化ホール電気需給仕様書 

 

 鹿児島市民文化ホールの電気需給については、契約書に定めるもののほか、この仕様書の定

めるところによる。 

 

１ 概要 

(1) 需要場所 

鹿児島市与次郎二丁目３番１号  鹿児島市民文化ホール 

(2) 業種及び用途 

文化施設（音楽劇場） 

 

２ 仕様 

(1) 供給電気方式等 

  ア 供給電気方式      交流３相３線式 

  イ 供給電圧（標準電圧）  ６，６００Ｖ 

  ウ 計量電圧（標準電圧）  ６，６００Ｖ 

  エ 標準周波数       ６０Ｈｚ 

  オ 受電方式        ２回線受電（常用、予備自動切替） 

  カ 非常用自家用発電設備  あり（系統連系なし） 

  キ 蓄熱式負荷設備の有無  蓄熱槽 

前川製作所 スクリューチラー １，４００ｋＷ×１台 

                ダイキン工業 ヒートポンプチラー ３００ｋＷ×２台 

(2) 予定契約電力、予定使用電力量 

  ア 予定契約電力       １，５５０ｋＷ 

（契約上使用できる最大電力をいい、３０分最大需要電力計により計測される数値の

需要電力を原則とし、これを越えないものとする。） 

イ 予定使用電力量    ２，１７０，５５８ｋＷｈ 

    （平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日までの使用電力量の見込み。増減有

り。） 

  ウ 力率          ９９％（平均） 

    （月別の力率は、実測値によるものとする。） 

(3) 契約供給期間 

   平成３１年４月１日０時００分から平成３２年３月３１日２４時００分まで 

 (4) 電力量等の計量 

  ア 自動検針装置   ：有 



  イ 電力会社の検針方法：自動検針 

  ウ 電力量計構成   ：電力需給用複合計器（精密級） 

(5) 契約期間の電力消費計画 

   別紙１参照 

(6) 平成３０年指定日の需給カーブ 

   別紙２参照 

(7) 需給地点 

   需要場所の構内引込口に公益財団法人かごしま教育文化振興財団が施設する受電用負荷

開閉器の電源側接続点 

(8) 計量地点 

   鹿児島市民文化ホール内の１階中央監視盤室 

(9) 電気工作物の財産分界点 

   需給地点に同じ。 

(10) 保安上の責任分界点 

   需給地点に同じ。 

 

３ その他 

 力率の変動、その他の要因による電気料金の調整及び仕様書に定めのないその他の供給条

件については、電気事業法等の一部を改正する法律（平成２６年法律第７２号）による改正

前の電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第３条第１項の規定に基づき九州管内で一般

電気事業者としての許可を得ていた者が、高圧又は特別高圧で電気の供給を受ける一般の需

要に対して定める標準供給条件並びに選択供給条件による。なお、入札金額の算定にあたっ

ては、燃料費調整額及び電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置

法に基づく賦課金は考慮しないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙１ 

 

（単位：ｋWｈ）

年 月 夏季平日 夏季休日 その他季平日 その他季休日 計

30 4 56,760 56,808 113 ,568

30 5 81,312 79,488 160 ,800

30 6 101,400 91,392 192 ,792

30 7 167,520 126,792 0 0 294 ,312

30 8 176,822 112,143 0 0 288 ,965

30 9 110,168 102,945 0 0 213 ,113

30 10 116,865 86,749 203 ,614

30 11 73,930 68,493 142 ,423

30 12 90,204 62,592 152 ,796

31 1 74,985 72,183 147 ,168

31 2 82,501 55,890 138 ,391

31 3 66,132 56,484 122 ,616

454 ,510 341 ,880 744 ,089 630 ,079 2 ,170 ,558

平成３１年度電力消費計画

計
 



別紙２ 

 

平成３０年指定日の需給カーブ 

最小

最大

日　付 10:00 11:00 12:00 13:00 14:00 15:00 16:00 17:00 18:00 19:00 20:00 21:00 22:00

2018年1月13日(土)
1,147 986 963 933 920 595 420 425 376 284 153 137 41

2018年2月4日(日)
1,049 931 884 933 893 888 734 219 149 144 158 158 36

2018年3月18日(日)
389 367 389 677 446 442 461 355 247 226 209 172 41

2018年4月22日(日)
720 720 744 768 816 864 816 792 264 192 192 144 144

2018年5月15日(火)
480 456 648 744 768 936 888 744 408 288 192 144 120

2018年6月30日(土)
840 792 816 840 1,056 1,200 1,200 648 432 456 312 312 192

2018年7月21日(土)
552 552 768 1,128 1,224 1,008 1,032 696 576 624 888 768 552

2018年8月5日(日)
960 1,032 1,104 1,344 1,536 1,104 1,416 960 528 168 144 264 120

2018年9月1日(土)
816 1,056 960 1,056 1,056 1,152 1,200 840 480 240 192 192 216

2018年10月7日(日)
1,008 840 912 912 888 960 960 840 576 408 480 408 216

2018年11月23日(金)
600 600 864 480 432 432 384 408 384 360 360 240 120

2018年12月25日(火)
288 312 360 336 720 552 384 384 384 288 144 120 96  

 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

2018年1月13日(土) 1,147 986 963 933 920 595 420 425 376 284 153 137 41

2018年2月4日(日) 1,049 931 884 933 893 888 734 219 149 144 158 158 36

2018年3月18日(日) 389 367 389 677 446 442 461 355 247 226 209 172 41

2018年12月25日(火) 288 312 360 336 720 552 384 384 384 288 144 120 96
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ｋ
W

別紙２平成３０年 冬季最大使用指定日の需給カーブ

 

 



1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

2018年7月21日(土) 552 552 768 1,128 1,224 1,008 1,032 696 576 624 888 768 552

2018年8月5日(日) 960 1,032 1,104 1,344 1,536 1,104 1,416 960 528 168 144 264 120

2018年9月1日(土) 816 1,056 960 1,056 1,056 1,152 1,200 840 480 240 192 192 216
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別紙２平成３０年 夏季最大使用指定日の需給カーブ

 

 

 

 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

2018年4月22日(日) 720 720 744 768 816 864 816 792 264 192 192 144 144

2018年5月15日(火) 480 456 648 744 768 936 888 744 408 288 192 144 120

2018年6月30日(土) 840 792 816 840 1,056 1,200 1,200 648 432 456 312 312 192

2018年10月7日(日) 1,008 840 912 912 888 960 960 840 576 408 480 408 216

2018年11月23日(金) 600 600 864 480 432 432 384 408 384 360 360 240 120
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別紙２平成３０年 中間季最大使用指定日の需給カーブ

 

 

 

 



（様式１） 

平成  年  月  日 

 

入札参加資格審査申請書 

 

公益財団法人かごしま教育文化振興財団 

理 事 長    森   博  幸   殿 

 

        住    所 

           商号又は名称 

           代表者職氏名                印 

 

 平成３１年２月２２日付けで公告のありました鹿児島市民文化ホールで使用する電気の購入

契約に係る入札に参加する者に必要な資格の審査について、下記のとおり書類を添えて申請し

ます。 

 

記 

 

１ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であ

ることを、ここに誓約します。 

 

２ この公告の日から入札参加資格審査申請の受付期限の日までの間において、鹿児島市建設

工事等有資格業者の指名停止に関する要綱（平成８年５月２８日制定）その他の鹿児島市で

定める指名停止に関する規程に基づく指名停止又は鹿児島市が行う契約からの暴力団排除対

策要綱（平成２６年３月２７日制定）に基づく入札参加除外措置を受けていないことを、こ

こに誓約します。 

 

３ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号

に規定する暴力団又は同条第６号に規定する暴力団員の統制下にある団体に該当しない者で

あることを、ここに誓約します。 

 

４ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている

者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされて

いる者でないことを、ここに誓約します。 

 

５ 履歴事項全部証明書、競争入札に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権



（様式１） 

を得ない者でないことを証する書類、納税証明書又は滞納がないことの証明書、印鑑証明書、

財務諸表、資本関係又は人的関係のある法人に係る申告書（様式２）、二酸化炭素排出係数

等報告書（様式３）、グリーン電力証書購入誓約書（その１）（様式４）、グリーン電力証

書購入誓約書（その２）（様式５）及び環境報告書については、別添のとおりです。 

  

６ 電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条の２の規定に基づき小売電気事業の登録

を受けていることについては、別添のとおりです。 

 

７ 平成３１年４月１日から送電することが可能であることについては、別添のとおりです。 

 

８ この公告の２(8)及び(10)の規定に基づく資格要件の確認については、別添のとおり資料

を提出します。 

 

９ 電気の供給実績及び本件に送電をすることが可能な保有電力量の確認については、別添の

とおり書類を提出します。 

 



（様式２） 

平成  年  月  日 

 

公益財団法人かごしま教育文化振興財団 

理 事 長    森   博  幸   殿 

 

住    所 

商号又は名称 

代表者職氏名                印 

 

 

資本関係又は人的関係のある法人に係る申告書 

 

入札参加資格審査申請にあたり、当社と資本関係又は人的関係のある法人は、次の表のとお

りであることを申告します。 

№ 商号又は名称 代表者の職及び氏名 所在地 該当内容 

１     

２     

３     

４     

５     

備考 

１ 資本関係又は人的関係のある法人について記載すること。なお、該当する法人がな

い場合は、「商号又は名称」欄に、「該当する法人なし」と記載すること。 

２ 資本関係又は人的関係がある法人とは、次のいずれかに該当する法人とする。 

(1) 資本関係のある法人 

次のいずれかに該当する法人。ただし、子会社又は子会社の一方が更生会社又

は再生手続きが存続中の会社である場合は除く。 

  ア 親会社又は子会社 

  イ 親会社を同じくする子会社同士 

(2) 人的関係のある法人 

 次のいずれかに該当する法人。ただし、アについては、会社の一方が更生会社

又は再生手続が存続中の会社である場合は除く。 

  ア 貴社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている法人 

  イ 貴社の役員が、他方の会社の管財人を現に兼ねている法人 

３ 「該当内容」欄には、資本関係のある法人の場合にあっては、「親会社、子会社又

は子会社同士」のいずれかを記載し、人的関係のある法人の場合にあっては、「人的

関係」と記載すること。 

４ 記載する欄が足りない場合は、行を追加して全て記載すること。 



（様式３） 

平成  年 月  日 

 

二酸化炭素排出係数等報告書 

 

公益財団法人かごしま教育文化振興財団 

理 事 長    森   博  幸   殿 

 

住    所 

商号又は名称 

                  代表者職氏名              印 

 

 

 平成３１年２月２２日付けで公告のありました鹿児島市民文化ホールで使用する電気の調達

に係る二酸化炭素排出係数等については、下記のとおりです。内容に相違ないことを誓約しま

す。 

 

記 

 

１ 平成２９年度の１キロワットアワー当たりの調整後排出係数 

 

   調整後排出係数               ｋｇ－ＣＯ２／ｋＷｈ  

 

１－２ 平成３０年度中に電力供給を開始した特定規模電気事業者の、供給開始の日から平成

３１年１月末日までの１キロワットアワー当たりの二酸化炭素実排出係数 

   

 二酸化炭素実排出係数            ｋｇ－ＣＯ２／ｋＷｈ  

    二酸化炭素の量                 ｋｇ－ＣＯ２ 

供給（小売り）した電力量            ｋＷｈ 

 

２ 電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（平成２３年法律第

１０８号）附則第４条の規定によりなお効力を有することとされる同法附則第３条の規定に

よる廃止前の電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法（平成１４年法律

第６２号）第８条第１項の勧告を受けておりません。 

 

３ 環境負荷を軽減するための、次の社会貢献事業活動を行っております。 

 

   事業活動内容                            

    



（様式４） 

平成  年 月  日 

 

グリーン電力証書購入誓約書（その１） 

 

公益財団法人かごしま教育文化振興財団 

理 事 長    森   博  幸   殿 

 

住    所 

商号又は名称 

                  代表者氏名              印 

 

 

 平成３１年２月２２日付けで公告のありました鹿児島市民文化ホールで使用する電気の購入

契約に係る入札に参加する者に必要な資格に関する事項の(8)のイの規定に基づき、受注した

際には、次の電力量以上のグリーン電力証書を購入し、貴財団に無償で譲渡することを誓約し

ます。 

 

 

   グリーン電力量              ｋＷｈ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（様式５） 

平成  年 月  日 

 

グリーン電力証書購入誓約書（その２） 

（平成３０年度中に電力供給を開始した特定規模電気事業者用） 

 

公益財団法人かごしま教育文化振興財団 

理 事 長    森   博  幸   殿 

 

住    所 

商号又は名称 

                  代表者氏名              印 

 

 

 平成３１年２月２２日付けで公告のありました鹿児島市民文化ホールで使用する電気の購入

契約に係る入札に参加する者に必要な資格に関する事項の(8)のウの規定に基づき、受注した

場合に、確定した平成２９年度の調整後排出係数が同事項の(8)のアに規定する基準値を超え

るときは、その時点で同事項(8)のイの規定に準じた対応をすることを誓約します。 

 

 

 

 

 

 



委  任  状 

 

 

            （住所）                

私儀、今般都合により                         を 

            （氏名）              

 

 

代理人と定め、下記件名の入札、見積り及び契約締結に関する一切の権限を委任します。 

 

 

 

  件 名  鹿児島市民文化ホールで使用する電気 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

 公益財団法人かごしま教育文化振興財団 

 理 事 長   森   博  幸  殿 

 

 

 

          委 任 者 

                 住 所    

                        

                 氏 名    

 

 

          代 理 人 

                 住 所    

                        

                 氏 名    



入  札  書 

 

 

 

 

  

 

入 札 額                   円  
 

 

 
 

 

件   名 鹿児島市民文化ホールで使用する電気  
 

 

 

 

 

 

 

  公益財団法人かごしま教育文化振興財団財務会計規則その他諸条件を承諾のうえ上記の 

とおり見積りします。 

 

 

   平成  年  月  日 
 

 

  

  会社所在地   
 

 

  会 社 名   
 

 

  代 表 者   
 

 

  

  代理人住所   
 

 

  代理人氏名                       
 

 

  公益財団法人かごしま教育文化振興財団 

  理 事 長   森   博  幸  殿 

 

 

 

  注 ○ 金額は、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当する金額を、 

      算用数字を用いて記入して下さい。 

 

 

 

    ○ 代理人による見積を行うときは、委任状を提出して下さい。 

 

 

 

    ○ 代理人は、住所氏名を記入して捺印して下さい。 
 

 

 
 

 

 
 

 

平成  年  月  日 落札決定通知承諾   
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電 気 需 給 契 約 書（案） 

 

 

１ 件  名   鹿児島市民文化ホールで使用する電気 

 

 

２ 契約期間   平成３１年 ４月 １日から 

平成３２年 ３月３１日まで 

 

 

３ 契約単価   別紙契約単価明細書のとおり 

 

 

４ 契約保証金  免除 

 

 

 上記の電気の需給について、公益財団法人かごしま教育文化振興財団と 

は、各々の対等な立場における合意に基づいて、別添の条項によって公正な契約を締結し、信

義に従って誠実にこれを履行するものとする。 

 本契約の証として本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印の上、各自１通を保有す

る。 

 

 

平成３１年 ４月 １日 

 

 

発注者 住    所  鹿児島市城山町５番１号 

            公益財団法人かごしま教育文化振興財団 

氏    名  理 事 長      森   博  幸         印 

 

 

受注者 住    所 

商号又は名称 

              代表者職氏名                       印  

 



 （総則） 

第１条 公益財団法人かごしま教育文化振興財団（以下「発注者」という。）及び     

     （以下「受注者」という。）は、日本国の法令を遵守し、この契約（仕様書及び関

係する供給条件、約款を含む。以下同じ。）に従い履行しなければならない。 

２ 受注者は、仕様書に基づき発注者が使用する電力を需要に応じて契約書記載の契約期間

（以下「契約期間」という。）中、発注者に供給するものとし、発注者は、受注者に対価を

支払うものとする。 

３ 受注者は、この契約の履行に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

４ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる言語は、日本語とする。 

５ この契約書に定める金銭の支払いに用いる通貨は、日本円とする。 

６ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる計量単位は、仕様書に特別の定め

がある場合を除き、計量法（平成４年法律第５１号）に定めるものとする。 

７ この契約書及び仕様書における期間の定めについては、民法（明治２９年法律第８９号）

及び商法（明治３２年法律第４８号）の定めるところによるものとする。 

８ この契約は、日本国の法令に準拠するものとする。 

９ この契約に係る訴訟の提起又は調停の申立てについては、鹿児島地方裁判所をもって合意

による専属的管轄裁判所とする。 

 （請求等及び協議の書面主義） 

第２条 この契約書に定める請求、通知、報告、申出、承諾及び解除（以下「請求等」とい

う。）は、書面により行わなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ない事情がある場合には、発注者及び受注者は、

前項に規定する請求等を口頭で行うことができる。この場合において、発注者及び受注者は、

既に行った請求等を書面に記載し、これを相手方に交付するものとする。 

３ 発注者及び受注者は、この契約の他の条項の規定に基づき協議を行うときは、当該協議の

内容を書面に記録するものとする。 

 （権利義務の譲渡等の禁止） 

第３条 受注者は、この契約により生じる権利又は義務の全部若しくは一部を第三者に譲渡し、

又は承継させてはならない。ただし、あらかじめ、発注者の承諾を得た場合は、この限りで

はない。 

 （使用電力量の増減） 

第４条 発注者の使用電力量は、予定使用電力量を上回り、又は下回ることができる。 

 （契約電力の変更） 

第５条 契約電力が５００ＫＷ以上の場合の契約電力の変更について必要があると認めるとき

は、発注者と受注者とが協議して定める。この場合において、発注者は、必要があると認め

られるときは、契約電力を変更しなければならない。 



２ 契約電力が５００ＫＷ未満の場合の各月の契約電力は、その１月の最大需要電力と前１１

月の最大需要電力のうち、いずれか大きい値とする。ただし、最大需要電力が５００ｋＷ以

上となる場合等、受注者の供給条件に特段の定めがある場合は、発注者、受注者協議の上、

契約電力を決定する。 

３ 発注者が第１項の規定にかかわらず、契約電力の変更前に契約電力を超えて電気を使用し

た場合には、受注者の責めとなる理由による場合を除き、発注者は契約超過電力に基本料金

率を乗じて得た金額をその１月の力率により割り引きまたは割り増したものの１.５倍に相

当する金額を超過金として支払うものとする。この場合、契約超過電力とは、その１月の最

大需要電力から契約電力を差し引いた値とする。 

 （使用電力量の計量） 

第６条 受注者は、毎月末日の２４時に計量器に記録された値を読みとり、計量した使用電力

量（前月の計量から当月の計量までの使用電力量をいう。）を発注者に通知しなければなら

ない。 

２ 電力量料金の算定は、前項の使用電力量により行うものとする。 

 （支払） 

第７条 受注者は、第６条第１項の計量の通知後、当該月に係る電気料金の支払いを請求する

ことができる。 

２ 前項に規定する電気料金は、別紙契約単価明細書の電力量料金契約単価に該当月における

使用電力量を乗じて得た額と、別紙契約単価明細書の基本料金契約単価に契約電力を乗じて

得た額、並びに電気事業法等の一部を改正する法律（平成２６年法律第７２号）による改正

前の電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第３条第１項の規定に基づき九州管内で一般

電気事業者としての許可を得ていた者（以下「旧電気事業法に基づく九州管内の一般電気事

業者」という。）が、高圧又は特別高圧で電気の供給を受ける一般の需要に対して定める標

準供給条件により算出した額の合計額（１円未満の端数は切り捨てる。）とする。 

３ 発注者は、第１項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から３０日以内に電

気料金を支払わなくてはならない。 

４ 発注者の責めに帰すべき理由により、前項の規定による支払いが遅れた場合においては、

受注者は、未受領金額につき、遅延日数に応じ、当該契約（変更契約を除く。）の締結の日

における政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和２４年法律第２５６号）第８条第１

項の規定に基づき財務大臣が決定する率（以下｢支払遅延防止法の率｣という。）を乗じて得

た額の遅延利息の支払いを発注者に請求することができる。 

（電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に基づく賦課金） 

第８条 電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に基づく賦課金

は、旧電気事業法に基づく九州管内の一般電気事業者が、高圧又は特別高圧で電気の供給を

受ける一般の需要に対して定める標準供給条件によるものとする。 



 （発注者の解除権） 

第９条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除すること

ができる。 

 (1) 天災その他不可抗力によらないで、電力の供給をする見込みがないと認められるとき。 

 (2) 前号に掲げる場合のほか、この契約に違反し、その違反により契約の目的を達すること 

ができないと認められるとき。 

(3) 第１３条第１項の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。 

(4) 受注者が次のいずれかに該当するとき。 

ア 役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場合にはその役

員又はその支店若しくは常時契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号におい

て同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。

以下「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この号におい

て「暴力団員」という。）であると認められるとき。 

イ 暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この号において同

じ）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加え

る目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直

接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められ

るとき。 

オ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められ

るとき。 

カ 再委託契約その他の契約にあたり、その相手方がアからオまでのいずれかに該当する

ことを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

キ 受注者が、アからオまでのいずれかに該当する者を再委託契約その他の契約の相手方

としていた場合（カに該当する場合を除く。）に、発注者が受注者に対して当該契約の

解除を求め、受注者がこれに従わなかったとき。 

（契約が解除された場合等の違約金） 

第９条の２ 次の各号のいずれかに該当する場合においては、予定契約電力及び予定使用電力

量に契約単価を乗じて計算した総額の１０分の１に相当する額を違約金として、発注者は、

受注者に請求することができる。 

 (1) 前条の規定によりこの契約が解除された場合 

 (2) 受注者がその債務の履行を拒否し、又は、受注者の責めに帰すべき事由によって受注者

の債務について履行不能となった場合 

２ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第２号に該当する場合とみなす。 



 (1) 受注者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成１６年法律第

７５号）の規定により選任された破産管財人 

 (2) 受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成１４年法

律第１５４号）の規定により選任された管財人 

 (3) 受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成１１年法

律第２２５号）の規定により選任された再生債務者等 

３ 第１項の場合（前条第４号の規定により、この契約が解除された場合を除く。）において、

契約保証金の納付が行われているときは、発注者は、当該契約保証金をもって第１項の違約

金に充当することができる。 

４  発注者は、第１項の規定による契約の解除及び違約金の徴収をしてもなお損害があるとき

は、その損害の賠償を受注者に請求することができる。 

（談合その他不正行為による発注者の解除権） 

第１０条 発注者は、第９条の規定によるほか、この契約に関して、受注者が次の各号のいず

れかに該当するときは、この契約を解除することができる。 

 (1) 受注者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。

以下「独占禁止法」という。）第３条の規定に違反し、又は受注者を構成員とする同法第

２条第２項の事業者団体が同法第８条第１号の規定に違反したとして、同法第４９条の規

定による排除措置命令を受け、当該排除措置命令が確定したとき。 

(2) 受注者が、独占禁止法第６２条第１項の規定による課徴金納付命令を受け、当該納付命

令が確定したとき。 

(3) 受注者が、独占禁止法第４９条若しくは第６２条第１項の規定による命令を受け、かつ、

当該命令に係る行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）第３条第１項に規定する抗

告訴訟（以下「抗告訴訟」という。）を同法第１４条に規定する出訴期間（以下「出訴期

間」という。）内に提起しなかったとき。 

(4) 受注者が、前号の抗告訴訟を提起した場合において、当該抗告訴訟を取り下げたとき。 

(5) 受注者が、第３号の抗告訴訟を提起した場合において、当該抗告訴訟の判決（第１号又

は第２号の命令の全部を取り消すものを除く。）が確定したとき。 

(6) 受注者（法人の場合にあっては、その役員又はその使用人）について刑法（明治４０年

法律第４５号）第９６条の６又は同法第１９８条の規定による刑が確定したとき。 

（談合その他不正行為による損害賠償の請求） 

第１１条 受注者が前条各号のいずれかに該当するときは、契約を解除するか否かを問わず、

損害賠償金額として、予定契約電力及び予定使用電力量に契約単価を乗じて計算した総額の

１０分の１に相当する額を発注者の指定する期間内に支払わなければならない。この契約の

履行が完了した後においても同様とする。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。 

(1) 前条第１号の排除措置命令の対象となる行為が、独占禁止法第２条第９項に基づく不公



正な取引方法（昭和５７年公正取引委員会告示第１５号）第６項に規定する不当廉売の場

合 

(2) 前条第６号に該当する場合のうち、契約の相手方について刑法第１９８条の規定による

刑が確定した場合 

(3) その他発注者が特に認めた場合 

２ 前項の場合において、受注者が共同企業体であり、既に解散しているときは、発注者は、

共同企業体の代表者であった者又は構成員であった者に損害賠償金の支払いを請求すること

ができる。この場合において受注者の代表者であった者及び構成員であった者は、共同連帯

して前項の額を発注者に支払わなければならない。 

３ 第１項の規定は、実際に生じた損害額が同項に規定する予定契約電力及び予定使用電力量

に契約単価を乗じて計算した総額の１０分の１に相当する額を超える場合において、その超

過分につき、受注者に対する損害賠償の請求を妨げるものではない。 

４ 受注者が第１項の損害賠償金を発注者の指定する期間内に支払わないときは、受注者は、

当該期間を経過した日から支払いをする日までの日数に応じ、当該契約（変更契約を除

く。）の締結の日における支払遅延防止法の率を乗じて得た額の遅延利息を発注者に支払わ

なければならない。 

 （協議解除） 

第１２条 発注者は、契約期間の間は、第９条及び第１０条の規定によるほか、必要があると

きは、受注者と協議の上、この契約を解除することができる。 

２ 発注者は、前項の規定によりこの契約を解除したことにより受注者に損害を及ぼしたとき

は、その損害を賠償しなければならない。 

 （受注者の解除権） 

第１３条 受注者は、発注者がこの契約に違反し、合理的な期間内に違反を解消しないときは、

この契約を解除することができる。 

２ 受注者は、前項の規定によりこの契約を解除した場合において、損害があるときは、その

損害の賠償を発注者に請求することができる。 

 （解除の効果） 

第１４条 この契約が解除された場合には、第１条第２項に規定する発注者及び受注者の義務

は消滅する。 

２ 発注者は、この契約が解除された場合において、発注者が既に電力の供給を受けている場

合は、当該供給に相応する電気料金を受注者に支払わなければならない。 

３ 前項の電気料金は、発注者と受注者とが協議して定める。 

（公益財団法人かごしま教育文化振興財団財務会計規則等の遵守） 

第１５条  受注者は、この契約書に定めるもののほか、公益財団法人かごしま教育文化振興財

団財務会計規則及び関係法令の定めるところに従わなければならない。 



 （その他） 

第１６条  この契約書に定めのない事項については、旧電気事業法に基づく九州管内の一般電

気事業者が、高圧又は特別高圧で電気の供給を受ける一般の需要に対して定める標準供給条

件並びに選択供給条件による。 

２ 前項に定めのない事項については、必要に応じて、発注者と受注者とが協議して定める。 

 

 


